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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑭ 

（参照）アメリカの特許における発明の着想、実施、継続の立証方法としてのラボノート

について⑥ 

記録の継続性について詳しく書くなら、その記録が研究者にとって全く残す価値のない

結果と考えたとしても、破棄することはできない。記録は継続的な結果たる事実であって、

その事実を勝手に抹消することはできない。もちろん事実としての結果をねつ造したり、

偽造したりすることも許されないが、事実であったものを消すこともねつ造や偽造と同じ

く決して許されない。 

当然、ラボノートは時系列で記録されている必要があり、時系列の一部の記録がなけれ

ば、研究者がその時間に研究をしていないことになる。他の研究をしていれば、その報告

が必要になる。 

失敗した結果を多く残すことは、研究者が多大な時間と労力を費やした結果ともいえる

一方で、多額の研究費を費消した責任を問われる可能性もある。ただし、それを無駄な研

究として処理するのではなく、結果を残すことで、将来の失敗を回避する記録にもなる。

これは、研究に対するラボの考え方次第であろう。 

このような手続きに踏むのは、その過程こそが成果を示す証拠になるからである。 
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